神楽坂地区再構築と金町校地購入計画にまつわる七不思議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明澄会世話人　石井忠浩、土谷敏雄

　東京理科大学経営者による杜撰な再構築計画が暗礁に乗り上げている中、突然降って湧いたように葛飾区金町の売地購入計画が、とってつけたような「新キャンパス構想」とともに教職員に提示されました。まことに不思議な話ですが、この不思議は神楽坂地区再構築にまつわる数々の不思議に加わる一つです。

　これらの不思議は、まるでジクゾーパズルのピースのごとく私たちの前にあり、それを順序正しくはめ込むと一つの絵が現れて来るはずです。私たちはその絵がなんであるか、これまで何度か予言をしてきました。神楽坂再構築にまつわる不思議を事実に基づいて整理してみますので、皆さんがご自身でそれらを組み合わせ、一つの絵を完成させて見てください。
1.【九段校地購入の不思議】
· 平成16年6月14日東京理科大学は、文京区白山の最高裁判所書記官教習所跡地の購入計画を突然放棄して、なぜか土地面積が１／４の九段地区にある都市基盤整備公団（法人化、現UR）旧本社跡地（以降、「九段校地」と略す）を倍の金額144億円（２位入札額のほぼ倍額）で入札し、落札した。
· 平成16年7月14日定例理事会に神楽坂校舎新2号館建設における臨時移転先として九段校地を購入するための16年度補正予算案が提出された。そのための資金は全額銀行より借り入れることが決まった。

· 平成16年7月23日に開催された評議員会で、平成16年6月30日に評議員会承認を得ずに購入を決済した（寄付行為評議員会規程第28条に違反）九段校地の購入を目的とした資金借入の追認が提案され、なぜか僅か二名の反対で了承された。
九段校地購入の前後の動きはまことに不可解である。神楽坂再構築に際して進行していた白山の最高裁判所書記官教習所跡地を買う計画を突然中止し、不利な条件を承知で、寄付行為違反を犯してまでも九段校地の購入を強行した。144億円は当時の実勢価格（当時も現在も70億円程度と言われている）の2倍を上回り、なぜこのような破格の値段で入札を行ったのか、その経緯は全く明らかにされていない。
購入後の動きも不可解である。当初から九段地区を長期的に使用する予定がないかのように、慌ただしく工学部の一時移転の段取りをしている。実際に、今日まで理事会はこの土地を工学部のために使用するとは一言も言っていない。購入当時「財界展望」の記事にその破格の高額な価格設定の不思議さが記事として報道され、今もって九段地区の公益利用である大学への使用が明示されていない。最近では意図的と思われる「財テック」としての商業ビル使用を目的としていることを意図的に理事長と学長が述べてみたり、貸ビルとしての使用案計画を理事が述べてみたり、当時から神楽坂校地との一体利用は念頭になかった節がある。5年間の期限の終わりを目の前にして、まるでその後の使用を問われたくないかのように金町校地の購入を図っている。何が一連の不可思議な推移を説明することができるのであろうか。
2.【神楽坂地区再構築構想停滞の不思議】
平成20年9月11日に理大ＯＢ数人が新宿区役所を訪問し、課長以下3名の区役所員に面会して理科大学再構築遅滞の実情を新宿区に聞いた。以下は、新宿区とのかかわりから見た再構築の状況である。

· 新宿区は平成16年12月25日から建築物の「絶対高さ制限」を定める高度地区変更原案をまとめ地域住民に繰り返し説明を行って来た「絶対高さ制限条例」を告示、平成18年3月31日施行した。当然の事として、新宿区は本条例の施行までに、２年以上の時間を掛けて、関係団体・業者を含む住民の意見を反映し決定している。
· 平成１３年４月２４日に、設計連合と５億７７５０万円の設計依頼と対官・対住民対策経費を含む計画に契約締結をしている。平成16年11月17日に東京理科大学神楽坂キャンパス施設整備基本計画に係わる「建設設計・監理業務委託契約の変更に関する覚え書」の締結がなされ、６億８００万円に増額の提案があり、理事会で決定された。その内訳書標準街設計費・各種申請及び協議事務の中に「神楽坂地区においては、今回の計画規模では地区計画を制定することが新宿区で議決されたため」と書かれている。この事は、新宿区は平成16年12月25日に住民に”建築物の「絶対高さ制限」を定める高度地区変更原案”を提示したのだから、建設連合は住民に提示される以前にその原案に関する情報を入手していたことになる。理科大学にそのような状況の変化の情報を設計連合から受けたから、契約事項の変更に応じたのである。理科大学はこの条例の情報がもたらされたにもかかわらず、その対応を怠ったか無視した事になる。新宿区の条例施行の外部要因を着工困難の理由に掲げることには無理があり、東京理科大学経営トップの認識に重大な誤りがあったことになる。
· 平成18年に入って、なぜか理科大学は建築許可が得られる目処の立たぬまま、平成21年4月の新2号館竣工前提に「工学部の一時移転を強行した。（移転途中の平成18 年2月5日、それを知った「新宿区新聞」はこの計画は無謀と報道している。）
· 平成19年9月、新宿区は理科大側と建築条件に関する協議を再開した。
· 平成20年7月、新宿区は建築物の高さ88mで、既存の1、6号館を含む建設可能容積を54,700平米と算定し、この中で緑の空間の確保を条件とする建設案を理科大学に提示した。
· この条件は校舎面積が計画時より僅かに小さくなる程度であり、理科大学が賛成し原案を提出しさえすれば、年内に新宿区が素案を作成し、その後住民説明や付け替え道路（要区議会承認）の敷設承認を区が行う用意があるとのことである。
· K2計画に関しては地元住民の要望である早期着工を優先する観点から、8階建てを7階に縮小すれば、現状の4m道路で新宿区は基本合意する方針である。
· 東京理科大学が予定した神楽坂地区の新2号館計画では校舎面積が37,000平米（11,212坪）であったが、現在の法規に従えば建築可能容積は8,473坪になる。新宿区の条例施行と緩和条項の適用を受ける事によって当初の11,212坪を下回わるが、その範囲で再設計し素案を作成すれば建築許可の下りる見通しがついたと新宿区役所は述べている。しかし、なぜか理科大学は新2号館建設を取りやめ、葛飾区金町に校地を求め始めた。
3.【九段校舎を使用しない不思議】

· 理事長は「当該物件（九段校地）を新2号館建設中の工学部施設の一時移転先とするだけでなく、当該工事終了後、長期的な視野に立った再構築ビジョンを検討する。」と述べている。購入時の落札条件が、① 公益の使用に給すこと、及び、② 5年間の転売禁止であるにもかかわらず、なぜか購入時点から九段地区の別途使用を考えていたのではないだろうか。購入時の条件「公益の使用」を反故にするかのように最近も商業ビルへの転用を示唆している。実際に、最近行われた工学部移転の説明会で、現有建物を改装した後にビル賃貸で20億円／年の収益を予定していると渡辺理事は語っている。

· 東京都は昭和56年10月以前の新耐震基準で作られていない緊急輸送路（九段地区が含まれる）に沿った古い建築物（九段校舎も対象）は全て平成27年度までに耐震化を図る条例を制定した。平成27年度に建設を完成させるためには、竣工まで3年を見込むと九段地区校舎を平成23年度に解体し始めなければならない。したがって九段地区の建物を改装だけで賃貸するというプランは不可能である。このことが自明であるにもかかわらず、なにゆえ理事会は改装賃貸などということを考えなければならないのか。
· 九段地区にどのくらいの建築容積が現行法の範囲で可能か建築会社に見積もりを依頼したところ、東京都の総合設計制度に従えば許容容積は8,693坪であった。
· 神楽坂地区（許容容積8,473坪）と九段地区（許容容積は8,693坪）を合わせると17,166坪の校舎が建てられる。神楽坂地区に当初予定した11,212坪を校舎に充当してもまだ5,954坪も余る。神楽坂再構築で想定した十分な広さが実現可能である。しかし、なぜか理事会は九段校地を利用せず、多大な不利益を大学にもたらす可能性がある金町移転構想を必死で推進しようとしている。まことに不思議である。
4.【汚染地区と噂される金町校地の購入に執着する不思議】
購入を計画している金町の売地は三菱製紙及び三菱ガス化学の工場跡地であるり、重金属（水銀、鉛、カドミウム）・ヒ素・ＰＣＢ・ダイオキシン等の土壌汚染が発見されていると記載されている。、その結果「東京都土壌汚染対策指針（平成１３年９月東京都）に記載される汚染土壌処理基準を超える重金属類などが発見されたが、同条例及び同対策指針に基づき「汚染防止計画提出書」を提出のうえ土壌汚染対策を行い、「汚染拡散防止措置完了届出書」が提出されたが、公開されていない。基準値を超えるヒ素の存在を確認したが、自然的原因との判断で対策外としており、基準値以上のヒ素が存在すると銘記している。当該土地の開発に係わる掘削工事の際発生した建設発生土に含まれる汚染土壌の場外での処分に必要な費用も、選定法人の負担となります、とかかれている。このことは葛飾区の物件説明からは汚染土壌の除去がどの程度の「健康への安全性」を考慮して行われたかもはっきりしないし、信頼出来る調査確認の記載が葛飾区物件説明書には書かれていない。このような土地が学校用地として、多数の学生・院生が学び、多数の教職員が勤務する学習・研究環境として、相応しいと言えるのであろうか。移転後または移転工事中に土壌汚染問題がマスコミを賑わすような事になれば、東京理科大学は著しいイメ－ジダウンを被り、結果として東京理科大学を受験する学生が激減することは明らかである。偏差値の低下を心配するどころではない。理科大学の経営責任者達は50年、100年先を想定して真剣に将来の発展を議論したという。残念ながら10年先の大学の存続には考えが及ばなかったらしい。
以下に売り手である葛飾区が明らかにしている汚染状況（URが行った評価）を区のホームページから抜粋してご紹介する。
· A-1街区（三菱製紙跡地）と呼ばれる地区には基準値（平成1３年東京都条例）以下のダイオキシンが存在する。
·  A-2街区（江戸川バリウム工業、三菱瓦斯化学）のダイオキシンは基準値を超えていたので対策を実施している（平成１５年東京都条例）。終了後に引き渡す。
· 葛飾区は東京都土壌汚染対策指針（旧法）に従って土壌汚染対策をおこなった。
· 売地範囲には種々の未撤収物（万能綱板、防塵フェンス、ＲＣ抗等）が未だ残存している。
· 売地に重金属（水銀、カドミウム、鉛等か？詳細は不明）が残存していたため土壌対策を行った。
· 基準値を上まわるヒ素（数値は不明）が存在する。この処理と経費は選定法人が負担する。（驚かれるでしょうが、誤記ではありません。）
· A-1街区、A-2街区とも平成１５年汚染土壌処理基準を超えた対策は、平成２５年３月３日までに発見され、区に通知されものに限り、区が必要な措置を講じます。
· A-1街区、A-2街区ともダイオキシンの存在を確認措置を講じた（３箇所）。
· A-1街区、A-2街区とも存在すると思われるＰＣＢの確認は一切おｋなっていない。
· A-1街区、A-2街区とも油臭油膜の存在を確認した。特定有害物質でないので公法上の指導はないが、油臭油膜の存在地は地表から50cmまでの土を置換工事を実施。
· 東京都の東京ガス工場跡地豊洲では移転使用予定者である築地魚市場で検出したベンゼン等の油臭は、地表から数メ－トルの土の入れ替えでしか解決しないことが明らかになっており、その費用は670億円と見積もられている。注１、注２参照）
· 化学物質の長期暴露が原因と思われる化学物質過敏症やシックハウス病等で多くの人が悩んでおり、社会的な問題になっている。学生やその保証人がこのような土壌汚染の可能性が高い化学工場跡地に大学があると知れば、たとえ偏差値が高く素晴らしい大学であったとしても受験する（させる）ことはないであろう。
· 汚染が明らかになったら葛飾区の必要な措置は１）覆土か、２）土壌入れ替えが考えられる。土壌の入れ替えのコストは「買って土壌を入れ替える側の負担になります」（第２３回葛飾区都市計画審議会議緑、平成１９年６月２６日）。
· 瑕疵担保責任「隠れた瑕疵があることをもって、売買代金の減免や損害賠償の請求もしくは「土地譲渡契約」の解除をすることは出来ません（新宿六丁目地区における大学整備公募要項）。

· 契約の解除及び違約金は「譲渡価格の１００分の２０に相当する（＝２０％）に相当する金額を違約金として区に支払わなければなりません（同上大学整備公募要項）。

· 交渉の余地はあるか

公募要領では、土地譲渡契約・協定内容の協議　平成２１年１月上旬

　　　　　　　土地譲渡契約・協定の締結　　　　平成２１年３月上旬

これらの条件は区議会の審議を経たもので、条文変更は再読議会の決議が必要。再交渉の余地はない。

東京理科大学がこの土地を購入し、ひとたび土壌汚染が明るみに出たら、マスコミはその存在を公開し、金町移転はまたまた頓挫したことを想起して下さい。１）多額の汚染土壌除去費用と長年にわたる工事期間が必要となる。２）学生の東京理科大学への応募者が激減することは明か。偏差値どころの問題ではない。３）人の生命を脅かす公害問題の発生は頻発しており、「雪印乳業の乳製品集団中毒事件」、「中国製冷凍餃子の有機リン系農薬が検出 」、最近では「三笠フーズの事故米転売問題」等の事件が、枚挙に暇ない程報告されている。
多額の借金による金町構想が提案されたが、金町構想は「頓挫」が予想される実施出来ない可能性を含んだ土地であるとの認識が必要である。新2号館建設の“見切り発車”で迎えた結末「先を見通せない経営者」の再現であり、理事長・学長が“土地購入”にこれほど執心するのは何かわけがあるように思われる。
注１）築地市場の移転が予定されている豊洲地区（江東区）は都市ガスを製造する東京ガスの工場跡地である。2007年5月に設置された専門家会議（座長・平田健正和歌山大教授）による調査によって環境基準を大幅に上回るベンゼンが見つかったため、都が予定地の約4,100地点を調査した。その結果、1地点の地下水から基準の43,000倍のベンゼンが検出されるなど、驚くほど莫大な量のベンゼンやシアン化合物が検出され、その気化による健康被害や生鮮食品の汚染の危険性が指摘された。しかし全地域で見ると、基準を超えた割合は、▽土壌でベンゼン0.8％、シアン化合物2.2％、▽地下水でベンゼン13.6％、シアン化合物23.4％となり、報告書は「全域に高濃度汚染が広がっているわけではない」と指摘している。基準を超えた場合の対策として、報告書は、▽予定地周囲を遮水性の板で囲い汚染物質の移動を防ぐ、▽地下2メートルまでの土壌をすべて入れ替え環境基準以下に浄化する、▽地下水を環境基準以下に浄化する、などの対策を提言している。法人東京理科大学が検討している葛飾区金町の土地は、豊洲地区と似て、三菱ガス化学がガスの製造に使っていた工場跡地である。
注２）平成20年8月18日、東京都中央卸売市場は、「豊洲新市場予定地における土壌汚染対策等に関する専門家会議」の報告を踏まえ、市場予定地における都の土壌汚染対策計画を取りまとめるにあたり、土壌汚染対策工事に関して汚染土壌、汚染地下水対策、液状化対策、市場施設完成後の地下水管理システムについて民間企業等から広く新技術や新工法を公募している。いったん汚染された土壌を浄化するのがいかに困難であるかという証拠である。
5.【あえて困難を志向する理大財政計画の不思議】
（１）神楽坂と九段地区を一体利用した場合

· 神楽坂地区新2号館の当初予定経費は120億円であった。建設費の値上がりがあるのでこれを考慮（現在の単価を120万円／坪程度）し、神楽坂に当初予定の11,212坪の新2号館を建設するとして現在の建設経費を概算すると11,212×120≅135億円である。
· 神楽坂地区（8,473坪）と九段地区（8,693坪）を一体利用して、仮に全面積を利用して広大な新校舎を建設したとしても17,166×120≅206億円程度である。移転経費や施設設備のリニュ－アルを44億円として、250億円程度の出費で済む。
（２）理事会が計画している金町“新キャンパス構想”の場合
· 「21世紀キャンパス構想会議」の資料では神楽坂地区は建て替えを行わず、既存の建物を改修して使用するとある。同資料によると金町の新校地の面積は30,000m2（9,090坪）であり、校舎面積58,000平米（約17,600坪）を計画している。校地価格は30,000×45（45万円／平米）=135億円、校舎面積は(17,600坪)（建築坪単価120万円として）=211億円で、総額は346億円である。この他に、総計8学科の施設設備経費及び金町設備移転経費等20億円／学科とすると160億円、さらに経営学部が神楽坂地区へ移転とするとなるとその経費を含め総額500億円超の投資になる。
· 予備校調査に従えば、金町に移転した理科大学の評価は全ての学部において大きく低下する可能性が強い。一層の少子化時代がそれに拍車をかける。おそらく10年先には見る影もなくなるであろう。あえて大金を投じ経営基盤を危うくする運営をしなければならない理由は何なのか、私たちはそれを知りたい。
（３）その他、再構築にかかわり必要とされる経費
· 九段地区土地購入費144億円のうち未支払い額が70億円と推定される。

· 山口東京理科大学に機械学科新設計画がある。3月21日の評議員会で承認されたが、施設設備に予想される経費は約20～30億円程度と推定される。山口東京理科大学はすでに2学科が予備校評価Fランクであり、定員の50％も充足できていない。学科を新設することでFランクを脱却できると山口東京理科大学学長（＝法人東京理科大学理事長）が考えているとするならば、あまりにも安易すぎる。今後も凋落に歯止めのかからない可能性が大きいが、これまでのように東京理科大学からの財政援助で赤字を補填する経営を続けるつもりなのであろうか（この経費の補填は7,000～9,000万円／年と言われている）。少なくともその状況を明らかにし、赤字解消の政策と見通しを述べるべきである。東京理科大学の学生が支払う授業料は自らの学習環境に還元されるべきものであり、山口東京理科大学の維持経費に供されるべきものではない。
· 大学報170号（2008年7月8日）は「本学は、茨城県大子町（だいごまち）から旧茨城県立大子第二高等学校跡地と施設を無償で借り受け、郊外型の学生研修施設として利用することが決まりました。」と報じている。この施設が経費8,000万円／年で運営され、改築費に5億円が計上されていることはあまり知られていない。
· K2計画は推定36億円である。
· 再構築にともない教室等の一時的賃貸が必要であり、その経費は13億円／年と言われている。その状態がすでに3年続いており、これから何年に及ぶか予測がつかない。
6.【神楽坂地区再開発に関連した不明金の不思議】
· 平成13年4月24日、神楽坂地区再開発を行うため設計連合と5億7750万円の設計依頼と官・民対策経費を含む契約締結をした。
· 平成16年11月17日に東京理科大学神楽坂キャンパス施設整備基本計画に係わる「建設設計・監理業務委託契約の変更に関する覚え書」の締結が定例理事会で可決された。現在囁かれているように、万が一新2号館建設が中止になった場合、その設計料はどのように取り扱われるのであろうか。新2号館建設中止は法律上の背任行為に当たる可能性もある。それに加え、2億853万円の住民折衝対策費が別に支払われており、今年5月の評議員会で評議員から過払いあるいは二重払いの疑義が呈された。しかし、現在まで理事長からこれに対する回答は与えられていない。これには「利益相反」の可能性もあるので評議員会を開き問題を解決するよう文部科学省は希望しているということである。（この件に関し、監事の文科省への報告義務違反、寄付行為違反の未処理、平成20年5月の評議員会決算時に監査がこれらの内容を見過ごした等の付随する問題もある。大学のような独立機能組織体の場合には、評議員会を招集し自ら解決を図るのが健全なやり方なのであるが、今はそれどころではない状況にあるようだ。先般、数名の評議員が臨時評議員会を呼びかけた際、ある評議員に対し呼びかけに応じないよう担当理事から要請があったと聞く。経営者の「もみ消し工作」、組織ぐるみの隠蔽工作とも取られかねない行動である。）
7.【創立125周年記念事業寄付金の不思議】
神楽坂地区の再構築がその一環である創立125周年記念事業の会計に多くの人々が不思議に思う不透明な問題がある。再構築を目的に寄せられた22億円にのぼる寄付金の行方である。約束の期間がとっくに過ぎ、着工の目途すら立っていない現在、その寄付金がどこにどのような形で存在しているのか、寄付者に報告があってしかるべきである。しかし、これに関し理事会からは一切説明がない。27年前の100周年記念に際し、野田地区に「100周年記念公園」の土地購入を掲げて募金が行われた。記念事業が終わり、多くの人が「100周年記念公園」を探したがついに見つからなかったというエピソ－ドがある。“歴史は繰り返す”ことのないよう望みたい。
少子化時代が今後も続く時勢に大学運営で爆発的な収入の増加などは起こるはずがない。である以上、特に“大学冬の時代”と言われている今は身の丈に合った大学運営を維持する必要がある。定員割れが加速する大学に学科を新設し、莫大な出資を承知で校地を拡げることは、勝ち目のない博打に自棄を起こして掛け金を積むようなものである。もしそうでないなら、経営者はその意図を教職員、学生、保証人、同窓に明確に説明する義務があるのではないか。
関連記事満載：日本のりか教育を考える！http://rikadai.seesaa.net/
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